様式第３号（第13第２項、第３項）　　
参　加　申　込　書

令和　　　年　　　月　　　日


長野県産業労働部産業立地・ＩＴ振興課長　様


住　　　　所  　　　　　　　　　　　　　　　
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者 氏 名　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　下記業務の公募型プロポーザル方式に参加したいので、資格要件具備説明書類を添えて参加を申し込みます。
　

記

１　対象業務名
令和６年度リゾートテレワーク推進事業委託業務

２　公告日
　　令和６年２月22日










【連絡先】　担当者所属　　　　　　　　　　　　　　氏　名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電　話
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ＦＡＸ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　メール
様式第３号の附表１
令和　　　年　　　月　　　日
参加要件具備説明書類総括書

提出者名　　　　　　　　　　　　

１　県税及び地方消費税を滞納していないことが確認できる書類（写し可）
　　別紙のとおり（納税証明書（未納の額がないことの証明））

２　社会保険に加入していることが確認できる書類
　　別紙のとおり　　加入義務有・労働保険
　　　　　　　　　　　　　　　　申請日直前の労働保険概算・確定保険料申告書の控え及びこれ
により申告した保険料の納入に係る領収済通知書の写し等
　　　　　　　　　　　　　　　・厚生年金保険、健康保険
申請日直前の保険料の納入に係る領収証書又は納入証明書の写し等
加入義務無・賃金台帳、労働者名簿、源泉所得税領収書等のうちいずれかの写し

３　同種又は類似の業務の実績
	業　務　名
	
	
	

	(1)発　注　者　名
	
	
	

	(2)契　約　金　額
	
	
	

	(3)履　行　期　間
	
	
	

	(4)業 務 の 概 要
	
	
	


　（注）１　会社としての実績とし、記載件数は３件以内とする。
　　　　２　実績は、公告の日から過去５年以内に履行した業務を対象とする。
　　　　３　上記実績を証する契約書の写しを添付すること。


様式第３号の附表２

令和　　　年　　　月　　　日


長野県産業労働部産業立地・ＩＴ振興課長　様


住　　　　所  　　　　　　　　　　　　　　　
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者 氏 名　　　　　　　　　　　　　　　　



誓　　約　　書

　令和６年度リゾートテレワーク推進事業委託業務の企画提案に当たり、公募型プロポーザル方式実施公告の「２　応募資格要件」に定められた資格を満たしていることを誓約します。

様式第４号（第14第２項）

応募資格要件審査書

	参加申込者名　
審査項目
	○○社
	△△社
	□□社

	１　入 札 参 加 停 止
	停止の状況
（無：○　有：×）
	
	
	

	２　暴力団又は関係者でないこと
	暴力団との関係
（無：○　有：×）
	
	
	

	３　県税及び地方消費税を滞納していないこと
	滞納の有無
（無：○　有：×）
	
	
	

	４　社会保険の加入
	加入の有無
（有：○　無：×）
	
	
	

	５　同種・類似業務の実績
	実績の有無
（有：○　無：×）
	
	
	

	６　法人格を有する企業、団体であること
	法人格の有無
（有：○　無：×）
	
	
	

	７　オンラインでの説明会等への参加
	参加の可否
（可：○　否：×）
	
	
	


（注）１　参加申込者全員を記入
　　　２　審査結果に×がある場合は、資格なしとする

様式第５号（第14第４項）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　番　　　号
令和　　年　　月　　日


様


長野県産業労働部産業立地・ＩＴ振興課長 


応募資格要件非該当通知書

　参加申込書を提出いただいた下記の業務について、貴社は応募資格要件を満たしていないと認めますので、通知します。
　なお、この通知を受けた日の翌日から起算して10日（長野県の休日を定める条例（平成元年条例第５号）第１条に規定する県の休日を除く。）以内に、書面により長野県産業立地・ＩＴ振興課長に対して非該当理由についての説明を求めることができます。

記

１　対象業務名
令和６年度リゾートテレワーク推進事業委託業務

２　公告日
　　令和６年２月22日

３　該当しなかった理由










様式第６号

業　務　等　質　問　書
提出日：令和　　年　　月　　日
	発注機関名
	
	公　 告 　日
	令和　　年　　月　　日

	業　 務 　名
業務箇所名
	

	質問書提出者
	所　 　 在　  　地
	

	
	商号又は名称
	

	
	電　　　　　　　話
	

	
	担当者　所属・氏名
	

	質問内容
	



様式第７号

業　務　等　回　答　書
提出日：令和　　年　　月　　日
	発注機関名
	
	公　 告 　日
	令和　　年　　月　　日

	業　 務 　名
業務箇所名
	

	質問書提出者
	所　 　 在　  　地
	

	
	商号又は名称
	

	
	電　　　　　　　話
	

	
	担当者　所属・氏名
	

	質問内容
	



回答日：　　年　　月　　日
	回　　　　答
	



様式第８号（第19第２項）
企 　画　 提　 案　 書

令和　　　年　　　月　　　日


長野県産業労働部産業立地・ＩＴ振興課長　様


住　　　　所  　　　　　　　　　　　　　　　
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者 氏 名　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

下記の業務について、企画提案書を提出します。

記

１　対象業務名
令和６年度リゾートテレワーク推進事業委託業務

２　公告日
　　令和６年２月22日











【連絡先】　担当者所属　　　　　　　　　　　　　　氏　名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電　話
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ＦＡＸ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　メール

様式第８号の附表１
令和　　　年　　　月　　　日

企　画　書

提案者名　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　住　　所　　　　　　　　　　　　　　　
	Ⅰ　事業内容

	１　企画コンセプト（基本的な考え方）




	２　実施スケジュール




	３　実施内容
（１）広報
ア　広告出稿

イ　専用ホームページ等の運用・更新

（２）信州リゾートテレワーク推進チームの運営支援

（３）県内でのＰＲイベントの開催
ア　クリエイティブ コネクト powered by 信州リゾートテレワーク

イ　軽井沢NAGANOサロン

（４）県外でのＰＲイベントの開催
ア　大阪・関西と長野県間でのキーパーソンの交流を通じた魅力の発信

イ　大阪・関西万博TEAM EXPO 2025イベントへの出展

（５）県外キーパーソン長野県訪問の支援及びレポートの発信


	Ⅱ　実施体制

	１　運営体制



	２　同種又は類似の事業実績




※各項目のスペースは必要に応じて拡大又は縮小して使用してください。また、上記項目が網羅されていれば、独自様式の提案書でも結構です。


様式第８号の附表２

概算見積書

令和　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　名　　　　称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	項　　　目
	金　　額
	主　な　内　訳

	人件費
	円
	

	直接経費
	１　広告出稿
	円
	

	
	２　専用ホームページ等の
運用・更新
	円
	

	
	３　チームの運営支援
	円
	

	
	４　県内ＰＲイベントの実施
	円
	

	
	５　県外PRイベントの実施
	円
	

	
	６　県外キーパーソン長野県訪問支援
	円
	

	一般管理費
	円
	

	小計
	円
	

	消費税
	円
	

	合計
	円
	


（記載上の注意事項）	
　消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、経費見積額の
上限は、20,375,000円（消費税及び地方消費税を含む）としてください。

様式第９号（第22第２項）

企　画　提　案　審　査　委　員　会　審　査　書　

	評　価　内　容
	○○社
	□□社

	評価項目
	配　点
	
評価①
	
評価②
	
評価③
	
評価④
	
評価⑤
	委員会評価
	
評価①
	
評価②
	
評価③
	
評価④
	
評価⑤
	委員会評価

	１　総論
	20点
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	２　広報
	広告出稿
	10点
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	専用ホームページ等の運用・更新
	10点
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	３　チームの運営支援
	10点
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	４　県内ＰＲイベントの実施
	10点
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	５　県外PRイベントの実施
	10点
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	６　県外キーパーソン長野県訪問支援
	５点
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	５　実施体制
	10点
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	６　スケジュール
	10点
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	７　価格
	５点
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	評 点 の 合 計 結 果
	100点
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（注）　評価①から⑤欄には各評価者の評価点を記入する。



様式第10号（第22第２項）
　
評 価 点 集 計 結 果 書　(例)

１　順位
	評価点
順　位
	提出者名
	委員①
	委員②
	委員③
	委員④
	委員⑤
	平均順位
	順位のバラツキ

	
	
	
	
	
	
	
	平均
（A）
	平均
順位
	最高位
（B）
	最低位
（C）
	順位差
（B,Cの差）
	標準度

	1
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	2
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	3
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


　　　・順位差が０～１　◎
· 　〃　　２～３　〇
· 　〃　　４～　　△

２　点数
	
	企 画 提 案 書 の 提 出 者 名

	Ａ
	

	Ｂ
	

	Ｃ
	



	評価点順位
	委員 ①
	委員 ②
	委員 ③
	委員 ④
	委員 ⑤
	委員会　計

	
	提出者名
	評価点
	提出者名
	評価点
	提出者名
	評価点
	提出者名
	評価点
	提出者名
	評価点
	提出者名
	評価点
合　計
	平均点

	１
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	２
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	３
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	平均点
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（注）　提出者名は、アルファベット等で記入する。



３　費用　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	提　出　者　名
	点　数
	費　用

	
	委員会順位
	評価点
	順位
	金　額
（税抜き）

	
	
	
	予定額
	

	
	1
	
	
	

	
	2
	
	
	

	
	3
	
	
	



様式第11号（第23第２項）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　番　　　号
令和　　年　　月　　日


様


長野県産業労働部産業立地・ＩＴ振興課長　　　　　


見積業者選定通知書

　企画提案書を提出いただいた下記の業務について、貴社を見積業者に選定しましたので通知します。

記

１　対象業務名
令和６年度リゾートテレワーク推進事業委託業務

２　公告日
　　令和６年２月22日




　　　　　　　　








様式第12号（第23第２項）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　番　　　号
令和　　年　　月　　日


様


長野県産業労働部産業立地・ＩＴ振興課長　　　　


見積業者非選定通知書

　企画提案書を提出いただいた下記の業務について、貴社は見積業者に選定されなかったので通知します。
　なお、この通知を受けた日の翌日から起算して10日（長野県の休日を定める条例（平成元年条例第５号）第１条に規定する県の休日を除く。）以内に、書面により、長野県産業立地・ＩＴ振興課長に対して選定されなかった理由についての説明を求めることができます。

記

１　対象業務名
令和６年度リゾートテレワーク推進事業委託業務

２　公告日
　　令和６年２月22日

３　選定されなかった理由
　　　






様式第13号（第24第２項）

見積業者選定経過書

	１　業　務　名
	

	２　応募者数
	○者

	３　委員会の構成
委員長
委　員
	
５名
委員長氏名　産業立地・ＩＴ振興課長〇〇〇〇
委員氏名　〇〇〇〇　〇〇〇〇　〇〇〇〇　〇〇〇〇

	４　選定基準
	別紙のとおり

	５　選定結果
　　選定された者
　　評価点集計結果（点数）
　　評価点集計結果（順位）
評価点集計結果（費用）
	（記入例）
○○者（社）
○○点
○名中○名が１位とした。また、平均順位は○○で○位。
最低価格を提示した。評価順位と費用の整合性がとれている。

	６　企画提案を求める具体的内容
	

	７　企画提案で評価された点
	

	８　総合的判断
	



様式第14号（第29第２項）

見　　　　　積　　　　　書


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　　年　　　月　　　日


　　長野県知事　阿部守一　様


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　見積人
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


　下記のとおり見積りします。

記

	１　業務名
	令和６年度リゾートテレワーク推進事業委託業務

	２　業務箇所
	全国

	３　見積金額
	

	　　　（見積金額には消費税及び地方消費税を含みません。）
	 




様式第15号（第30第２項）




見　積　経　過　書

	見積りに付した
事 項
	契約種類：

	
	業務名：



上記に係る見積りの経過は下記のとおりです。

令和	年	月	日






　記
	契	約	方	法
	随意契約（公募型プロポーザル方式）

	見積	（決定）	日時
	

	見積（決定）の経過
	見積回数
見積者
	第	１	回
	第	２	回
	第	３	回
	第	４　回

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	上記金額に該当金額の消費税及び地方消費税に相当する金額を加算した金額が見積価格である。

	採 用 者 氏 名
	

	採	用	金	額
	
	立	会	人
	

	
内	訳
	見積書記載金額
	
	
	

	
	消費税及び地方消費税相当額
相当額
	
	摘	要
	

	備　　　　　考
	

	








職氏名





製造の請負契約、物件の買入れ契約、物件の借入契約及びその他の契約に係る入札契約情報公表要領様式第４号（第33）
	契　約　情　報入札経過書

	　当　初　契　約

	業務名(発注件名)
	令和６年度リゾートテレワーク推進事業委託業務

	履行場所(納入場所)
	　　全国

	業務概要(調達物品)
	

	入札（契約）方式
	　・一般競争入札　　　・指名競争入札
　・随意契約（公募型見積合わせ・公募型プロポーザル・その他)

	契約年月日
	令和　　年　　月　　日

	契約金額
	金　　　　　　　　　　円

	履行期間(納入期限)
	令和　　年　　月　　日　から　令和　　年　　月　　日まで

	契約者名（名称）
	

	契約者住所（所在地）
	



	第 １ 回 変 更 契 約

	変更契約年月日
	

	変更内容
	変更後の業務概要
	

	
	契約金額の増減額
	

	
	変更後の履行期間
	

	そ の 他
	



	第 ２ 回 変 更 契 約

	変更契約年月日
	

	変更内容
	変更後の業務概要
	

	
	契約金額の増減額
	

	
	変更後の履行期間
	

	そ の 他
	



